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2 Up－6 消費者信用制度にみる学生の経済的地位（第i報）

　　　　　　　　　　　　－「射H/乃ヨ徊･1 ど｀晦itiごｰ

〔(社)日本家政学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－「親の同意」の意味一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金綱敦子　（千葉商大付高）
＜目的＞1980年代後半から、学生に対する消費者信用の供与が拡大している。その背景に、

アルバイトによる学生自身の稼得収入の増加、学生を対象にしたクレジットカードの発行
がある。学生は親への経済的依存から自立への移行過程にある。クレジットカードの発行

対象者となることは社会人としての自立がより進んだと想定できる。それが正しいのかど

うかを検討するために、クレジットカードの発行時における親の同意の要不要とその意味
を分析する。本研究は現代の学生の経済的地位に関する研究の第一段階であり、消費者信

用という角度からアプローチしたものである。
＜方法＞発行枚数の多いクレジットカードについて、年齢、職業、信用供与額、親または
親権者の同意の要不要などの観点から申込書を分析。これをもとに、カード会社に対する

アンケート調査および聞き取り調査を実施した。学生と比較するために、就労している未
成年者、パート・アルバイトの者、主婦の場合も同時に調査した。

＜結果＞カードの種類に限定はあるが、いずれのカード会社でも学生の申込は可能である。
ただし利用限度額は低い。親の同意について｡は、学生なら年齢を問わず必要、未成年の場
合のみ必要、一切不要と３通りの対応がある。いずれも親に返済を求めることはない。に

もかかわらず親または親権者の同意を必要とする力-･-ﾄﾞが多いのは、返済が困難になった
場合には親の援助が想定されていることを示している。特に、成年に達した学生の申込に

親の同意を求めることは法的には意味がないにもかかわらず行われている。これは日本の
親子の経済関係が成年以降も続いている実態の反映であることがわかった。

２ Up－ ７
高齢者の通信販売利用実態と消費者問題（第i報）

　　　○川島美保　　村瀬美代子（中京短大）

　」1的:昨今の通信販売業の伸長は著しく、景気低迷下、通信販売業は91年～94年の３年

間で16.1％（小売業全体0.1 % －　「商業統計」）と大幅な伸びをみせた。また、94年

　「全国消費実態調査」（速報値）の購入先別消費支出によれば、通信販売への支出は1.5

％とまだ低いもののコンビニエンスストア（1. 1％）を上回り、一定の地位を確保している。

さらに、マルチメディア化が推進されるなか、通信販売も新規市場として期待が強まって

おり、通販利用は今後一層の拡大が予想されている。一方､､居ながらにして買い物ができ

る通信販売は、心身機能の低下が避けられない高齢者の購買活動を援助し、高齢者の自立
の一助となるものと考えられる。そこで高齢者の通販利ｍの実態および通販利川上の問題

を把握し、高齢者にとって利用しやすい通信販売システムへの課題を考える。
　方法:京浜地区および中京地区の60歳以上の男女高齢者約1000人を対象に「高齢者の通

信販売利用に関する調査」、高齢者10人を対象に「通信販売による試買調査」の実施およ

び、高齢者向けカタログの検討を行った（･いずれも1995年6～10月に実施）。

　結果:通販利用経験率は全体で６割、京浜地区で高く約７割、中京地区５割であるI。 過
去１年間に利用したものは約４割であった。高齢者の通販利用の特徴は利用媒体がカタロ

グに次いでテレビが32％と多いこと、通販による購入希望商品は高齢者の家族構成との相

関がみられ、高齢者自身か家事の担い手である高齢者のみの世帯が多い京浜地区では食器
・台所用品等が、在宅介護の可能性の高い三世代世帯の多い中京地区では介護用品が相対

的に多いこと、今後の利用希望も高齢者のみの世帯が多い京浜地区で高いこと等である。
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